
 

行事の共催及び後援に関する取扱要領 

 

                               長野県教育委員会 

 （趣 旨） 

第１条 この要領は、長野県教育委員会（以下「委員会」という。）が委員会以外の者

（長野県の機関を除く。）が行う教育関係行事を共催し、又は名義後援することに関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （用語の定義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）行 事 講演会、公演会、講習会、展覧会、競技会等の集会又は催しものをいう。 

（２）共 催 行事の企画又は運営に参加し、共同主催者としての責任の一部を負担する 

ことをいう。 

（３）後 援 行事の趣旨に賛同し、その開催を援助することをいう。 

（４）主催者 行事を主催する団体をいう。 

（５）共催者 主催者とともに企画又は運営に参加し、共同主催者として責任の一部を 

負担する団体をいう。 

 

（名義） 

第３条 この要領による共催又は後援の名義は「長野県教育委員会」とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育事務所又は教育機関の管内で、主として管内住民等を 

対象として実施される行事に対して行う共催又は後援については、教育事務所又は教 

育機関の名義を使用できるものとする。 

 

 （審査基準） 

第４条 委員会が、共催し又は後援する行事は、主催者（共催者を含む。（以下同

じ。））が、次の各項の基準に該当するものでなければならない。 

１ 主催者が、次の各号のいずれかに該当するものであること。 

（１）国又は地方公共団体 

（２）学校等の教育機関又はその連合体 

（３）公益法人又はこれに準ずる団体 

（４）新聞、放送局等の報道機関 

（５）前各号に掲げる以外の団体で、次の２項の基準に該当するもの 

２ 主催者（その構成員を含む。）が次のいずれにも該当しないこと。 

（１）暴力団員又は暴力団その他の反社会的勢力である団体又は個人 

（２） 暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

３ 行事の内容が、次に掲げるものの全てを満たすものであって、当該行事が確実に実施 

 される見込みがあること。 



 

（１）行事の内容が明かに教育、学術及び文化の向上普及に寄与するものであって、公益

性のあるもので営利を目的としないものであること。 

（２）特定の宗教団体、政治団体若しくはこれらの外郭団体の活動又は特定の宗教若しく 

は政治的目的のための活動と認められるものでないこと。 

（３） 行事の対象又は効果が、特定の地域に限定されず、かつ、県郡市等の広範囲にわ 

たるものであること。 

 

（申請等の手続） 

第５条  委員会の共催又は後援を申請しようとするものは、次の事項を記載した申請書

を原則として、行事が開催される30日前（共催又は後援の名義使用を希望する日を含

む。）までに、様式１により次に掲げる書類を添付して、その行事に係る事務を主管

する課長（以下「主管課長」という。）に提出するものとする。ただし、様式１につ

いてはその内容を記載した任意の文書をもって代えることができる。 

（１）主催者等の役員名簿（ただし、国、地方公共団体の場合は不要。） 

（２）主催者等の定款、規約（ただし、国、地方公共団体の場合は不要。） 

（３）行事の目的及び具体的な内容が記載された実施計画書又はこれに類する書類 

（４）行事に係る収支予算書 

（５）前各号のほか行事の承認に当たり必要と認める書類 

２ 承認又は不承認の通知は、様式２による。ただし、様式２の内容を記載した任意の文

書をもって代えることができる。 

なお、申請した行事の内容に変更が生じたときには、共催又は後援の承認を受けた 

行事の主催者は、速やかに報告するものとする。また、重大な変更が生じたときは、 

様式１に準じた文書により変更申請すること。この場合、変更内容によっては承認を 

取り消すことができる。 

３ 第１項の申請又は前項の変更申請において、委員会が必要と認める場合には、主催者

の活動について調査するものとする。 

４ 第４条の規定にかかわらず、主催者に法令に違反する行為が確認されたとき、その他

県が不適当と認める場合には、共催及び後援の承認をせず、又は承認を取り消すこと

ができる。 

 

 （実施結果の報告） 

第６条 共催又は後援の承認を受けた行事の主催者は、行事の終了後30日以内に、様式３

により当該行事の実施結果を報告するものとする。 

 

 （その他） 

第７条 行事の共催にあたっては、他の共催者との事務の分担区分等を明確にしておかな

ければならない。 

２ 教育長名又は課名の共催又は後援は、行ってはならない。 

３ 教育事務所及び教育機関が、共催又は後援を行うときは、この要領に準じて行わなけ

ればならない。 



 

 

  附 則 

 この要領は、平成25年４月１日から施行する。 

  

 附 則 

 この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

  

 附 則 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行前にされた申請については、なお従前の例による。 


